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陳 情 文 書 表 

平２３陳情第１３号 平成２３年９月１６日受理 

件  名 
子供たちに豊かな学びを保障するために、少人数学級の実現、教育

予算の増額、義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充を求める陳情 

 

陳 情 者 

  

陳 情 の 原 文 

陳情趣旨 

 中地区教職員組合では、子供たちに豊かな学びを保障するとともに教育を取

り巻く環境のさらなる充実を願い、東日本大震災による教育復興のための災害

救済カンパのほか、教育関係２３団体とともに義務教育費国庫負担制度の堅

持・拡充、教育予算の増額、教職員定数の改善等に取り組みました。 

 ２０１１年度の政府予算で、３０年ぶりの学級編制標準の引き下げが行われ、

小学校１年生の３５人以下学級が実現しました。しかし、文部科学省が実施し

た「今後の学級編制及び教職員定数に関する国民からの意見募集」では、約６

割が「小・中・高等学校の望ましい学級規模」として、２６～３０人を挙げて

おり、さらに引き下げを望む声が多くあります。その背景には、新しい学習指

導要領の本格的な実施による授業時間数や指導内容の増加、暴力行為や不登校、

いじめ等、児童・生徒指導面の課題の深刻化、障害のある児童・生徒や日本語

指導など特別な支援を必要とする子供の顕著な増加があります。昨年度、文部

科学省が打ち出した「新・教職員定数改善計画（案）」では、今年度より小学校

１、２年生の３５人以下学級が実施される予定でしたが、現実には１年生しか

法律化されませんでした。 

 また、ＯＥＣＤ教育局の「図表でみる教育２０１０」によれば、日本の公財

政教育支出の対ＧＤＰ比は、小学校から大学まで低水準が指摘されており、デ

ータが存在する加盟国（２８ヵ国）で最低の水準にあります。一方、私費負担

の割合は加盟国中最高水準で、家計への負担割合が高いままとなっています。 

 私たちは、未来を担うすべての子供たちに、夢と希望を持って学ぶことので

きる学校、保護者の所得格差や地方自治体の財政力に左右されない、社会的な

セーフティネットとしての公教育の機会、そのことを保障したいのです。 
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 貴議会におかれましては、子供たちに豊かな学びを保障するため、少人数学

級の実現、教育予算の増額、義務教育費国庫負担制度堅持・拡充について、内

閣総理大臣、文部科学大臣、財務大臣及び総務大臣に対して地方自治法第９９

条の規定により、意見書を提出していただきたく陳情いたします。 

 

 陳情事項 

１ 子供、保護者のニーズに応じたきめ細かな教育を実現し、豊かな教育環境

を整備するため、少人数学級の実現と学級規模の弾力化を推進すること。 

２ 保護者負担軽減のため、教育予算を増額すること。また、義務教育教科書

無償制度を継続すること。 

３ 義務教育制度の根幹である、教育の機会均等、水準確保、無償制を支える

ための義務教育費国庫負担制度を堅持・拡充すること。 

 


